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令和８年度（２０２６年度） 

産業イノベーション人材育成に資する 
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熊本県教育庁県立学校教育局高校教育課 

高校改革推進室 
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Ⅰ 業務の概要                                

１ 業務名 

令和８年度（２０２６年度）産業イノベーション人材育成に資する高等学校教育 

改革推進事業に係る事務局等運営支援業務 
 

２ 目的 

  本県では、令和８年２月１３日、国において策定・公表された、『高校教育改革に

関する基本方針（グランドデザイン）～2040年に向けた「N-E.X.T.（ネクスト）ハ

イスクール構想」～』（以下「グランドデザイン」という。）を踏まえ、県内の県立

高校において、「アドバンスト・エッセンシャルワーカー等育成」「理数系人材育成」

「多様な学習ニーズに対応した教育機会の確保」の三つの観点から、産業イノベー

ション人材等を育成し、高校教育改革を先導するパイロットケース（以下「改革先

導拠点校」という）を創出することとしている。 

また、グランドデザインにおいては、都道府県において「高等学校教育改革実行

計画」（以下「実行計画」という。）を策定することが求められており、実行計画の

策定に当たって、県として目指すこれからの高校教育のあり方や国の支援を受けて

推進する取組みなどについて、高校生の声を含む幅広い意見、地域別就業構造の推

計、人口の将来推計などを踏まえたものとなるよう、また、大学、地域の関係者や

産業界と十分に連携・協働することが求められている。 

本業務では、実行計画の策定に関する伴走支援を行うとともに、改革先導拠点校

への聞き取り等を通じ、第三者的な視点から県教育委員会と学校現場を調整し、コ

ーディネート機能を担いながら、改革先導拠点校に関する伴走支援を行うことを目

的とする。 
 

３ 委託期間 

  契約締結日から令和９年（２０２７年）３月２６日（金）まで 
 

４ 業務内容 

別添「令和８年度（２０２６年度）産業イノベーション人材育成に資する高等学 

校教育改革推進事業に係る事務局等運営支援業務仕様書」のとおり 
 

５ 契約限度額 

１３，０９８，０００円（消費税及び地方消費税を含む） 

※提案に当たっての上限を示すものであり、契約金額は別途設定する予定価格の範

囲内で決定するため、提示した額と予定価格・契約金額は必ずしも一致しない。 

 

Ⅱ プロポーザルに関する事項                          

１ 参加資格 

本プロポーザルに参加できるのは、【様式２】参加申込書の提出日現在において

以下の条件を全て満たす事業者とします。 

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しな

い者であること。 
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(2) 暴力団関係事業者等でないこと。 

(3) 宗教活動又は政治活動を目的とした団体でないこと。また、特定の公職者（その

候補者を含む）若しくは政党を推薦し、支持し又はこれらに反対することを目的

とする団体でないこと。 

(4) 次に掲げる税を滞納している者でないこと。 

ア 熊本県の県税 

イ 主たる事務所又は事業所が所在する都道府県の事業税（熊本県の県税の納付 

義務がある場合を除く。） 

ウ 消費税及び地方消費税 

(5) 次に掲げる届出の義務を履行していない者でないこと。（当該届出の義務がない

場合を除く。） 

ア 健康保険法（大正１１年法律大７０号）第４８条の規定による届出 

イ 厚生年金保険法（昭和４９年法律大１１５号）第２７条の規定による届出 

ウ 雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出 

(6) 審査会時点において、熊本県の物品購入契約等及び業務委託契約に係る競争入

札参加者の資格等に関する要綱（平成１８年熊本県告示第５２１号）による審査

の上、入札参加資格を有すると決定された者のうち、業務区分が「業務委託」に

登録されている者であること。 

※入札参加資格を有しないものは、令和８年（２０２６年）８月１０日（月） 

１７時までに新規申請を行うこと。 

（問い合わせ先：熊本県出納局管理調達課） 

(7) 公告日から本プロポーザルの選定結果が発表される期間において、熊本県、各省

庁及び地方公共団体から指名停止、又は入札参加の取消しの措置を受けていな

い者であること。 

 

２ 審査基準 

  以下の審査項目に基づき審査を行い、審査委員全員の評価点数の合計が最も高か

った事業者を受託候補者とする。 

  ただし、提案内容が仕様書の要件を満たさない場合、または審査委員の評価点数

の平均が６０点に満たない場合は、その事業者を採用しない。 

  参加事業者が１者であっても、審査・選考を行う。 

 

 
評価項目 評価内容 配点 

１ 事業実施体制 ・業務の実施体制は適切か。 
・業務統括責任者及びアドバイザーは適切に選定
されているか。 
・業務の全体スケジュールは適切か。 

１５ 

２ 専門性 ・過去の実績等から、本業務の目的を達成するの
に十分な能力を有しているか。 

２０ 
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１～１０までの評価方法 

評価 得点 

Ａ：非常に優れている 配点×１．０ 

Ｂ：優れている 配点×０．８ 

Ｃ：標準的である 配点×０．６ 

Ｄ：やや劣っている 配点×０．４ 

Ｅ：劣っている 配点×０．２ 

Ｆ：記載なし 配点×０．０ 

 
 

・業務の円滑かつ効果的な実施に必要な専門的知

見やノウハウを有しているか。 

３ 実行計画の策
定に関する伴
走支援 

・本委託事業の趣旨を十分に理解した提案がされ
ているか。 
・支援内容は実施体制に対し実現可能なものにな
っているか。 
・実行計画の円滑かつ効果的な推進に資する内容
となっているか。 

２５ 

４ 改革先導拠点
校に関する支
援 

・本委託事業の趣旨を十分に理解した提案がされ
ているか。 
・支援内容は実施体制に対し実現可能なものにな
っているか。 
・業務の円滑かつ効果的な実施につながる提案と
なっているか。 

２５ 

５ 経済性 提案内容に対して見積額は適正かつ妥当である
か。 

１０ 

６ 働く環境の整
備 

熊本県ブライト企業の認定を受けているか。 １ 

７ 多様な人材の
活用 

障害者支援施設等からの物品及び役務の調達実績
（当該年度又は前年度）があるか。 

１ 

８ 環境配備 事業活動温暖化計画書制度の対象事業者（義務及
び任意）、エコアクション 21、RE100、再エネ 100
宣言 RE Action のいずれかの認証等、または森林
吸収量認証書の交付実績（今年度又は前年度）が
あるか。 

１ 

９ 事業者による

地域経済の振
興 

熊本県渋滞対策パートナー登録制度に登録してい

るか。 
１ 

１０ その他持続可
能は社会の実
現 

熊本県ＳＤＧｓ登録制度またはパートナーシップ
構築宣言に登録しているか。 

１ 

合 計 １００ 
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３ 公募手続きの流れ（予定） 

日 程（予定） 内 容 

令和 8年 8月 3日(月) 

・公募開始、参加申込受付開始（県ＨＰ掲載） 

・入札参加資格の新規申請受付開始 

・企画提案書受付開始 

令和 8年 8月 10日(月) ・質問書受付〆切【様式１】 

令和 8年 8月 10日(月) ・入札参加資格の新規申請〆切 

令和 8年 8月 14日(金) ・質問書に対する回答公表（県ＨＰ掲載） 

令和 8年 8月 17日(月) ・参加申込書、審査書類の提出期限【様式２、３、４】 

令和 8年 8月 19日(水) ・参加資格確認通知 

令和 8年 8月 21日(金) 
・企画提案書提出期限【様式６】 

・事業者の取り組みに関する申出書【様式７】 

令和 8年 8月 28日(金) ・審査会 

令和 8年 8月 31日(月) ・選考結果の通知・公表（県ＨＰ掲載） 

令和 8年 9月 2日(水) ・見積書の提出〆切 

令和 8年 9月 4日(金) ・契約の締結 

 

４ 参加申込書等の提出 

事業の委託に当たり、提案者から事前に参加申込書及び資格審査書類を徴収し、

審査の結果、資格を有する提案者には、本事業に係る審査委員会が行うヒアリング

への出席を要請する。 

（１）担当部局（提出・問い合わせ先） 

「Ⅳ 問合せ先・書類提出先」のとおり 

（２）質問について 

本事業に係る質問等がある場合は、【様式１】により質問を受け付ける。 

ア 質問書の受付〆切 

令和８年（２０２６年）８月１０日（月）午後５時（必着） 

イ 質問書の提出方法 

質問書は、【様式１】をＰＤＦファイルに変換の上、（１）の電子メールアド

レス宛提出する。 

ウ 質問に対する回答 

令和８年（２０２６年）８月１４日（金）までに熊本県教育委員会のホーム

ページに掲載することをもって回答とする。 

（３）参加申込書等 

ア 提出書類 

（ア）【様式２】参加申込書 

（イ）【様式３】誓約書 

（ウ）【様式４】会社概要 

（エ）【様式５】参加辞退届 ※参加申込書提出後に辞退する場合のみ。 

イ 提出方法及び提出期限 
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アの書類をそれぞれＰＤＦファイル（パスワード設定不可）に変換の上、（１）

の電子メールアドレスまで、令和８年（２０２６年）８月１７日（月）午後５

時までに、送信すること。 ※ファイルを統合する必要はありません。 

（４）提案者への通知 

提出された書類の内容を精査し、資格要件を満たしている者には参加要請の

通知を行い、資格要件を満たしていない者については、その旨を通知する。 

（５）【様式６】企画提案書 

ア 提出期限 

令和８年（２０２６年）８月２１日（金）午後５時（必着） 

イ 書式、製本等 

書類は全てＡ４版縦、両面印刷可、長編綴じ（左綴じ）とする。 

ただし、Ａ３版までの参考資料（Ａ４版綴りとは別綴じ）を可とする。 

ウ 提出先及び提出方法 

（ア）印刷した書類 

・部数：６部（正本１部、副本５部） 

・提出先：（１）に示す住所 

・提出方法：郵送又は持参 

（イ）ＰＤＦファイル 

・提出先：（１）に示す電子メールアドレス 

・提出方法：電子メールによる添付（パスワード設定不可） 

（６）【様式７】事業者の取組に関する申出書 

ア 提出期限 

令和８年（２０２６年）８月２１日（金）午後５時（必着） 

イ 提出先及び提出方法 

・データ形式：エクセルファイル 

・提出先：（１）に示す電子メールアドレス 

・提出方法：電子メールによる添付（パスワード設定不可） 

 

５ 企画提案書等の内容 

(1) 企画提案書の作成 

企画提案書は原則としてＡ４左綴じとし、別添「令和８年度（２０２６年度）

産業イノベーション人材育成に資する高等学校教育改革推進事業に係る事務局

等運営支援業務仕様書」に基づいて作成すること。 

なお、編纂は次の表のとおりとする。 

 

番号 項目 

１ 表紙 

２ 

企画提案内容 

令和８年度（２０２６年度）産業イノベーション人材育成に資する

高等学校教育改革推進事業に係る事務局等運営支援業務仕様書に基づ

き、全体的なイメージが分かるような資料を作成すること。 
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３ 

業務実施体制図 

(1)本業務の責任者 

（所属、職名、氏名、主な業務履歴、その他参考事項） 

(2)体制図 

４ 

スケジュール 

※契約から完了までのスケジュールについて、契約締結に向けた協議

期間を含め、業務の一連の流れがわかるように記入すること。 

(2) 見積書の作成 

ア 提案内容については必ず費用見積書に計上すること。無償対応の場合であっ

ても０円計上すること。 

イ 金額は消費税別の額を記載すること。 

ウ 見積書の合計額（税込）が契約上限額を超えた場合は失格となる。 

(3)複数提案の禁止 

提案者は複数の企画提案書の提出は出来ない。 

(4)提出書類変更の禁止等 

提出期限後の提出書類の変更、差し替え、再提出は認めない。また、提出書類は、 

理由の如何を問わず返却しない。 

(5)費用負担 

企画提案書の作成、提出、プレゼンテーション参加等、本プロポーザルに要する 

経費等は、全て提案者の負担とする。 

 

６ 審査会（プレゼンテーション） 

プロポーザルの評価項目は「２ 審査基準」に掲げるものとし、本県が別途設置

する審査会（非公開）により、審査（書類・プレゼンテーション）で評価・採点を

行い、受託候補者を決定する。 

(1) プレゼンテーションの方法 

次の要領でプレゼンテーションを実施すること。なお、プレゼンテーションの時

間は１５分とし、その後、審査員からの質問を１０分程度行う。 

＜留意事項＞ 

ア プレゼンテーションの提案内容は全て見積書に含まれているものとみなす。 

イ 企画提案書と異なる内容の説明及び追加資料の配付は一切認めない。 

ウ プレゼンテーション当日だけの専門の人物でなく、本業務の担当者又は責任

者がプレゼンテーションを行うこと。 

(2) 日程 

令和８年（２０２６年）８月２８日（金）１５時００分～ 

※提案者ごとの開始時間については、メールで通知する。 

 

７  プロポーザル参加に際しての留意事項 

(1) 失格・無効 

次のいずれかの事項に該当する場合は、失格又は無効とする。 

ア 参加申込書を提出した後、期限内に企画提案書等の提出がない場合 
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イ 提出した書類に虚偽の内容を記載した場合 

ウ 審査の公平性に影響を与える行為があった場合 

エ 他の提案者と提案内容等について相談を行った場合 

オ 業者選定終了までに他の提案者に対し提案内容を意図的に開示した場合 

カ 契約締結までの間に、プロポーザルの参加資格に記載した条件を満たさなく

なった場合 

キ 審査で評価点数の平均が６０点未満の得点となった場合 

(2) 提案者が１者のみの場合の取扱い 

参加者が１者のみの場合であっても審査は実施するが、審査で評価点数の平均

が６０点以上の得点となった場合に限り、受託候補者として選定する。 

 

８ 選考結果通知 

審査の結果は、令和８年（２０２６年）８月３１日（月）までに、参加申込書に

記載された連絡先にメールで通知する。 

 

Ⅲ  契約                                   

１ 契約の締結 

(1) 契約内容は、企画提案書等に基づき改めて受託候補者と協議を行い、見積書を

徴した上で、別途設定する予定価格の範囲内で契約を締結する。ただし、協議が

整わない場合又は受託候補者が辞退した場合は、次点の者（採用基準点を満たす

者に限る。）と協議を行い、同様に見積書を徴した上で、予定価格の範囲内で契約

を締結する。 

(2) 契約に当たっては、熊本県会計規則第７７条第１項の規定により契約保証金を

納付すること。なお、納付された契約保証金は、契約の相手方が契約上の義務を

履行したときに還付する。ただし、契約保証金の納付は、同条第２項各号に規定

する担保の提供をもって代えることができ、同規則第７８条各号のいずれかに該

当する場合、契約保証金は免除する。 

(3) 委託料の支払いは、精算払いとする。ただし、人件費に関するものは、必要に応

じて概算払いとすることができる。 

(4)本委託業務の全てを再委託することは一切認めない。ただし、本県と協議の上そ

の承認を得た場合は、一部を再委託することを認めることとする。 

(5)契約書 

熊本県会計規則第７４条第１項の規定により、契約書を作成する。 

 

Ⅳ その他                                  

１ 留意事項 

(1)手続において使用する言語及び通貨  

日本語及び日本円 

(2)無効となる提出書類  

参加申込書、企画提案書及び付属資料が次の事項のいずれかに該当する場合には

無効となることがある。  



9 

 

ア 本要項で規定する提出期限、提出場所、提出方法に適合しないもの。 

イ 指定する作成様式及び記載上の留意事項に示された条件に適合しないもの。 

ウ 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの。 

エ 虚偽の内容が記載されているもの。 

(3)著作権・特許権等 

ア 提出書類の内容に含まれる著作権、特許権、商標権、その他日本国の法令に

基づいて保護される第三者の権利の対象となっている手法等を用いた結果生

じた事象にかかる責任は、全て提案者が負うものとする。 

イ 本業務により作成した成果品及び委託業務実施に当たり新たに制作、撮影し

たもの等に関する全ての著作権（著作権法（昭和 45 年法律第 48 号）第 27 条

及び第 28条に規定する権利を含む。）は、熊本県に帰属するものとし、本業務

以外の業務にて、本業務により作成した成果品及び委託業務実施に当たり新た

に制作、撮影したもの等を使用する場合がある。 

(4)その他 

ア 提案者は、参加申込書の提出をもって、本実施要領の記載内容に同意したも

のとする。 

イ 提出された企画提案書は「熊本県情報公開条例 (平成１２年熊本県条例第６

５号)」に基づき公開することがある。 

ウ 企画提案書等の作成のために本県より受領した資料等は、本県の許可なく公

表又は使用しないこと。 

エ 提案に際しては、受託候補者として採用されないこともある点に十分注意し、

関係者とトラブルがないようにすること。 

オ 審査で最高位の評価を受けた者を受託候補者として選定した後に、提案内容

を適切に反映した仕様書を作成するために、その者に対して業務の具体的な実

施方法について提案を求めることがある。 

カ その他、ここに定めのない事項については、県と協議の上決定するものとす

る。 

キ 企画提案書の作成及び提出に係る費用は、提案者の負担とする。  

ク 提出された参加申込書は、提案者の参加資格の審査以外に、また、企画提案

書は受託候補者の選定以外に承諾なしに使用しないものとする。  

ケ 提出された書類は、提案者の参加資格の審査及び受託候補者の選定を行う作

業に必要な範囲又は返却する場合において、複製を作成するものとする。  

コ 提出期限以降における参加申込書、企画提案書及び添付書類の差替え及び再

提出は認めない。  

サ 提出された参加申込書及び企画提案書は返却しないものとする。  

シ 受託候補者は公表できるものとする。  

ス 企画提案書作成のために県から受領した資料は、県の了解なく公表・使用す

ることは出来ないものとする。 

Ⅳ 問合せ先・書類提出先                           

熊本県教育庁 県立学校教育局 高校教育課 高校改革推進室 

担当：松﨑 ひかり 
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〒862-8609 熊本市中央区水前寺 6丁目 18-1 

電話：096-333-2684  ＦＡＸ：096-384-1563 

E-MAIL：matsuzaki-h@pref.kumamoto.lg.jp 

※メール、書類等提出後は必ず電話でその旨お知らせください。 


